
2021年 3月31日　現在

科　　　　　　目 金　　　　額 科　　　　　　目 金　　　　額

円 円

［ 流 動 資 産 ］ 83,444,573 ［ 流 動 負 債 ］ 32,125,169

現 金 及 び 預 金 34,998,488 買 掛 金 22,102,379

売 掛 金 46,165,274 未 払 金 913,000

仕 掛 品 1,818,890 賞 与 引 当 金 3,350,000

前 払 費 用 326,700 未 払 消 費 税 等 5,356,700

立 替 金 60,221 前 受 金 89,100

仮 払 金 75,000 預 り 金 313,990

［ 固 定 資 産 ］ 14,061,314 ［ 固 定 負 債 ］ 57,426,008

（ 有 形 固 定 資 産 ） 152,562 長 期 借 入 金 27,461,000

工 具 器 具 備 品 1,176,987 退 職 給 付 引 当 金 29,965,008

一 括 償 却 資 産 152,555

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,176,980

負   債   の   部   計 89,551,177

純資本の部

株　　主　　資　　本

（ 無 形 固 定 資 産 ） 297,752 ［ 資 本 金 ］ 20,000,000

電 話 加 入 権 297,752 ［ 資 本 剰 余 金 ］ 0

［ 利 益 剰 余 金 ］ △ 11,045,290

（ 投 資 そ の 他 の 資 産 ） 13,611,000 利 益 準 備 金 20,000

差 入 保 証 金 2,100,000 別 途 積 立 金 5,000,000

繰 延 税 金 資 産 11,511,000 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 16,065,290

( う ち 当 期 純 利 益 ） 17,234,479

［ 自 己 株 式 ］ △ 1,000,000

純　資   産   合   計 7,954,710

資   産   の   部   計 97,505,887 負債及び純資産合計 97,505,887

貸　　　借　　　対　　　照　　　表

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

株 式 会 社 ソ フ ト ウ ェ ア ト ー タ ル サ ー ビ ス



〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕

  １．資産の評価基準及び評価方法

      (1)商      品 移動平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

方法により算定)

　　　(2)子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

      (3)その他有価証券

時価のあるもの 移動平均法による原価法

時価のないもの 移動平均法による原価法

      (4)デリバティブ等 時価法

  ２．固定資産の減価償却の方法

      有   形   固   定   資   産 定率法

　　　　　　　（リース資産を除く） 1998年 4月 1日以降に取得した建物 （建物附属設備は除く） 

2016年 4月 1日以降に取得した建物・構築物

定額法

      無   形   固   定   資   産 定額法

　　　リ 　ー　 ス　 資　 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によって

おります。なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

  ３．繰延資産の処理方法

社債発行費 支払時に全額費用処理

  ４．引当金の計上基準

　　    （１）　貸倒引当金は、債券の貸倒損失に備えるため、一般債権については法人税法上の実績繰入率により、

　　　　　　　　貸倒懸念債権等特定の債権については。個別に回収可能性を検討し計上しております。

　　　　（２）　賞与引当金は、従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

　　　　（３）　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期末に発生している

　　　　　　　　と認められる金額を計上しています。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算しています。

  ５．消費税等の会計処理

　　    税抜き処理によっております。

  ６．へッジ会計の方法

        原則として繰延ヘッジ処理を行っております。なお、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている

        金利スワップについては特例処理によっております。

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕

(1)発行済株式の種類及び総数に関する事項

前事業年度末
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

400 －         －         400

400 －         －         400

(2)自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

20 －         －         20

20 －         －         20

(3)配当に関する事項

該当ありません。

個　別　注　記　表
自　　2020年  4月 1日

至　　2021年  3月31日

合計

株式の種類

普通株式

合計

株式の種類

普通株式


